
環境：ｸﾞﾘｰﾝﾆｭｰﾃﾞｨｰﾙ政策推進
経済：最低賃金時給15＄、所得税・法人税の最高税率引き上げ
ヘルスケア：民間保険併用の医療保険制度
移民：不法移民の市民権獲得への門戸開放

～市場の関心は景気回復のスピードへ～
 感染拡大が終息し早期に経済が正常化すれば、バイ
デン氏は国民へのアピール機会を得ることになりま
す。ただし、現職が有利とされる状況で、同氏が勝
つ可能性が高まるのは、感染終息の後ずれと景気低
迷が長期化する場合であると見られます。トランプ
大統領の支持率は3月中旬に上昇したものの、感染
拡大に終息の兆しが見えないことから低下傾向にあ
ります。

 大企業への大幅な増税など急進的な政策のサンダー
スが撤退し、穏健派のバイデン氏に絞り込まれたこ
とは市場にとって安心材料であり、どちらが勝って
も波乱要因となる可能性は低いと思われます。今後
の市場の関心は、感染拡大の終息を睨みながら、景
気がどの程度速やかに回復するかに集まっていくと
思われます。

出所）図表1、図表2は各種報道資料等をもとにニッセイアセット
マネジメントが作成
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新型コロナウイルス感染拡大で国民の選挙への関心度低下を懸念
 民主党大統領候補者はバイデン氏へ一本化。新型コロナウイルス感染拡大により国民の選挙への関心は
低く、バイデン氏は難しい選挙戦を強いられている。

 バイデン氏に絞られたことは市場にとって安心材料。大統領選が市場の波乱要因となる可能性は低下。

（審査確認番号2020-TＢ26）

図表2：トランプ大統領の支持率

図表1：バイデン氏の主な公約
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～感染拡大の中でバイデン氏に一本化～
 今秋に控える大統領選の民主党候補者選びは、サ
ンダース氏が撤退を表明しバイデン氏に一本化さ
れました。新型コロナウイルスの感染拡大による
外出制限措置で、多くの州で予備選が延期される
など混乱が続いていますが、これで8月17～20
日に開かれる民主党大会でバイデン氏が指名され
ることが確実となりました。

～民主党は結束できるか～
 バイデン氏は撤退したサンダース氏を称え、同氏
の支持者を取り込み党の結束を図るため、大学授
業料無償化や学生ローン免除などのやや左派的な
政策にも一定の理解を示しています。どの程度公
約に取り込まれるかは不明ですが、2016年大統
領選のような党の分裂を避け、民主党一丸となっ
て「打倒トランプ」を目指したいところです。

 新型コロナウイルス感染拡大が続く中、米国は経
済対策第1弾としてワクチン開発等、第２弾とし
て個人への支援等、第３弾は米国史上最大規模と
なる総額２兆ドルを超える包括救済案を打ち出し
ています。議会は更に第４弾について与野党合同
で審議を進めており、中小企業支援策や医療従事
者や地方政府への支援策も検討されています。国
にとっての非常事態にある今、大統領選挙の公約
を打ち出しても、国民の注目度は低く、アピール
不足は否めない状況にあるようです。民主党やバ
イデン氏にとっては非常に難しい選挙戦となって
いることが想定されます。

～第二次世界大戦以来の経済成長率の落ち込みか～
 再選を目指すトランプ大統領にとって、感染拡大
による景気後退の長期化は避けたいと思われます。
米国の４－６月期の実質GDP(国内総生産)は年率
換算で－30%程度と第二次世界大戦時以来の景気
減速となり、失業率も10%を超えるとの見通しで
す。一方で７－９月期のGDPは年率換算で+20%
程度と劇的な回復が見込めるとの予測も出てきて
います。ただし、この見通しは５～６月に経済活
動が通常の状態に戻ることが前提とされています。

金融市場NOW ～2020年米大統領選⑤～
民主党候補者確定で党の結束固めを目指す

サンダース氏の公約：大学授業料無償化・学生ローン全額免除
⇒短期大学の無償化を公約にし、低所得層や中間層向けの学生
ローンの一部免除検討などサンダース氏支持者へ歩み寄りも

35

40

45

50

55

60

65

1月4日 2月5日 3月8日 4月9日

(%) データ期間：1月4日～4月9日(調査毎)

支持する 支持しない



【当資料に関する留意点】

• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、
特定の有価証券等の勧誘を目的とするものではありません。また、金融商品取引法に基づく開示資料ではあり
ません。実際の投資等に係る最終的な決定はご自身で判断してください。

• 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するも
のではありません。

• 当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
• 当資料のいかなる内容も将来の市場環境等を保証するものではありません。
• 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行
者および許諾者に帰属します。

• 当資料に投資信託のグラフ・数値等が記載される場合、それらはあくまでも過去の実績またはシミュレーショ
ンであり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しており
ませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。
• 投資信託の手数料や報酬等の種類ごとの金額及びその合計額については、具体的な商品を勧誘するものではな
いので、表示することができません。

ニッセイアセットマネジメント株式会社
コールセンター 0120-762-506（受付時間：営業日の午前9時～午後5時）
ホームページ https://www.nam.co.jp/

商 号 等：ニッセイアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第369号

加入協会：一般社団法人投資信託協会
一般社団法人日本投資顧問業協会

＜設定・運用＞

2/2


